
政 治・経 済

〔第一問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

政治は， Ａ によって左右されることが多い。 Ａ とは，大衆の

公的なことがらに関する意見のことで，内閣支持率や政党支持率などがそれに該当

する。 Ａ を把握するための手段として行われるのが Ａ 調査であ

る。統計的な手法で得られたその結果は，政治や行政に影響力を持ち，政策を左右

することもある。もっとも，政治が Ａ を意識しすぎると，大衆の考えや

要求に依拠して行われる政治的な主張や運動，つまり Ｂ （大衆迎合主義）

を引き起こしかねない。

Ａ の形成に強い影響を及ぼすのがマスメディア，すなわちテレビや新聞

などになる。マスメディアは，国民の知る権利に奉仕するため，政治・経済・文化

など様々な情報を提供する。マスメディアは，社会の問題に対して意見を示し，

Ａ の操作を試みることもある。マスメディアには多くの功罪が認められる

が，社会の公器として公正かつ正確な情報を国民に伝えるという責任を担ってい

る。また，マスメディアは
ａ
立法・行政・司法の三権を監視する役割を担うことから

「 Ｃ の権力」とよばれることもある。

近年は，インターネットも Ａ の形成に多大な影響を及ぼしている。政

党や政治家のウェブサイトおよび X（旧 Twitter）・Instagramなどの SNSなどのイ

ンターネットを利用して情報を発信する媒体，すなわち Ｄ ・メディアに

よって発信される情報も大きな影響力を備えるに至った。虚偽のある情報

（ Ｅ ・ニュース）や，個人のプライバシーを侵害する情報などが，瞬時か

つ広範に伝わってしまうというリスクも高まり続けている。これらのことから国民

は，メディアに対して批判的な視点を忘れず，それを活用するための能力（メディ

ア Ｆ ）をもつことが望まれている。また，情報の正確性やその根拠の妥当

性を検証する行為，すなわち Ｇ ・チェックも欠かすことができない。

Ａ4 政治・経済
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（問1） 空欄Ａ～Ｇに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 下線部ａに関して，日本国憲法に基づく立法・行政・司法の三権の関係に

ついての説明のうち，誤っているものを次のア～エより1つ選び，その記号

を解答欄に記入しなさい。

ア．立法権（国会）は，行政権（内閣）に対して国政調査権を持つ。

イ．立法権（国会）は，司法権（裁判所）に対して最高裁判所長官を指名する権

限を持つ。

ウ．行政権（内閣）は，立法権（国会）に対して衆議院の解散権を持つ。

エ．司法権（裁判所）は，行政権（内閣）に対して命令・規則・処分の違憲審査

権を持つ。

Ａ4 政治・経済
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〔第二問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

日本では，戦前から一部の地域で公害が問題となっていたが，全国的に深刻な公

害が発生したのは，
ａ
高度経済成長期に入ってからである。この時期の公害の典型と

して， Ａ ，水俣病，新潟水俣病，イタイイタイ病の四大公害病が挙げら

れる。公害が深刻化するなかで，［ 1 ］年に公害対策基本法が制定された。

公害に対する規制には，大きく分けて二つの方法がある。一つは，汚染者負担の

原則（＝［ 2 ］）に基づいて，汚染物質を発生させた者に公害防止に必要な費用を

負担させることである。もう一つは，汚染源を規制する方法であり，1970年代半

ばからは濃度規制に加えて Ｂ も導入された。その他，大規模開発を実施

する際には，事業者に環境アセスメントが義務づけられている。

公害規制とともに，公害の被害者救済も重要である。四大公害裁判は，被害救済

の原則の確立につながった。大気汚染防止法，水質汚濁防止法などでは，公害を発

生させた企業に故意や過失がなくても，被害者への賠償責任を義務づける

Ｃ の原則が採用されている。［ 3 ］年に制定された公害健康被害補償法

では，被害者に対する医療費などの給付が定められた。

公害対策によって産業公害は改善したものの，都市公害や生活公害への対処が課

題となっており，アスベスト，ハイテク汚染，［ 4 ］などの新しい公害源も出現

している。公害・環境問題の新たな展開に対応するべく，1993年には Ｄ

法が制定された。持続可能な社会を実現するためには，大量消費・大量廃棄型の社

会から，［ 5 ］・エミッションの循環型社会への転換が求められる。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句や数字を下記の語群から選び，その記号

を解答欄に記入しなさい。

ア．1960 イ．1967 ウ．1968 エ．1971

オ．1973 カ．1981 キ．CSR ク．PPP

ケ．3R コ．EPA サ．スマート

シ．メチル水銀 ス．グリーン セ．カドミウム

ソ．ダイオキシン タ．ゼロ

Ａ4 政治・経済
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（問3） 下線部ａに関して，この時期の好景気として誤っているものを，次のア～

エのうちから1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．いざなみ景気 イ．岩戸景気

ウ．いざなぎ景気 エ．神武景気

Ａ4 政治・経済
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〔第三問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

資本主義は産業革命を経て19世紀に確立した。イギリスの経済学者アダム・ス

ミス（A. Smith）は，市場での自由競争によって経済が調整され，結果的に公共の利

益が増進する過程を「 Ａ 手」と表現した。また彼は，政府の仕事は必要最

小限に抑えるべきであると考え，その仕事を国防，司法，公共事業と公共施設の配

置に限定した。このようなスミスの国家観は「［ 1 ］国家観」や「小さな政府（安価

な政府）」とよばれている。

一方，イギリスの経済学者ケインズ（J. M. Keynes）は，資本主義経済において政

府の経済への積極的な介入の必要性を説いた。彼は，不況の原因は［ 2 ］や投資

などの Ｂ 需要の不足であり，完全雇用を達成するためには，
ａ
政府が公共

事業を増やして Ｂ 需要を増加させなければならない，と説いた。彼の考

え方は，第二次世界大戦後，多くの国でとり入れられ，政府は景気の安定化のみな

らず，社会保障や社会福祉においても大きな役割をはたすようになった（「大きな政

府」）。このように資本主義に社会主義的（あるいは計画経済的）な要素を加えた経済

は［ 3 ］主義とよばれ，民間部門と公共部門が相互補完的な役割を担うという意

味で Ｃ 経済ともよばれる。

1970年代の石油危機によって世界の国々は不況に陥った。その結果，「大きな政

府」が行き詰まり，「小さな政府」への回帰が強まり， Ｄ 主義が台頭した。

この主義の理論的先駆者であったアメリカの経済学者［ 4 ］は，マネタリズムを

提唱し，政府の経済への介入を否定し，経済を市場原理に委ねるべきことを説き，

経済成長にみあう［ 5 ］を行うことで経済の安定化がはかられるとした。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句を下記の語群から選び，その記号を解答

欄に記入しなさい。

ア．財政支出 イ．貨幣供給 ウ．マルクス（K. H. Marx）

エ．福 祉 オ．課 税 カ．夜 警 キ．修正資本

ク．独占資本 ケ．自由放任 コ．消 費 サ．貯 蓄

シ．社 会 ス．租 税 セ．シュンペーター（J. A. Schumpeter）

ソ．フリードマン（M. Friedman）

Ａ4 政治・経済
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（問3） 下線部ａについて，このような政策を何というか，解答欄に記入しなさ

い。

Ａ4 政治・経済
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〔第四問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

日本国憲法は，第二次世界大戦の悲惨な体験を踏まえ，徹底した平和主義を採用

している。実際に，日本国憲法は，前文において，政府の行為によって再び戦争の

惨禍が起こることのないようにすること，平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼

して自らの安全と生存を保持すること，全世界の国民が恐怖と欠乏から免れ平和の

うちに Ａ する権利を有することを定めている。さらに，9条において，

戦争，武力の行使，武力による威嚇を放棄すること，戦力は保持しないこと，国の

Ｂ は認めないことを定めている。

もっとも，1950年の朝鮮戦争の勃発を契機として警察予備隊が創設された。

1952年，警察予備隊は Ｃ に改組されるとともに，警備隊も発足した。両

者は，1954年のMSA協定の締結を受け，自衛隊に再編されている。
ａ
日本国憲法9

条をめぐる裁判において，自衛隊の合憲性は激しく争われてきた。しかし，政府

は，自衛隊は自衛のための必要最小限度の Ｄ にとどまるため，日本国憲

法9条2項で禁止されている戦力には該当しないという見解をとっている。

さらに，政府は，1992年に PKO協力法を制定することによって，自衛隊が
ｂ
国際

連合による平和維持活動に参加することを可能とした。その後， Ｅ 年の

同時多発テロを受け，アメリカが対テロ戦争を遂行する中で，政府は，米軍支援の

ため，インド洋やイラクへの自衛隊の派遣を行った。近年では，2014年に
ｃ
集団的

自衛権の行使を容認する
ｄ
閣議決定を行うとともに，2015年に安全保障関連法を制

定することによって，日米同盟の一層の強化を追求している。

（問1） 空欄Ａ～Ｅに入る適切な語句や数字を考え，解答欄に記入しなさい。

Ａ4 政治・経済
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（問2） 下線部ａの日本国憲法9条をめぐる裁判に関する次のア～エの記述のう

ち，誤っているものを1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．砂川事件において，東京地方裁判所は，自衛隊は憲法に違反すると判断

した。

イ．恵庭事件において，札幌地方裁判所は，自衛隊の合憲性に関する判断を

行わなかった。

ウ．長沼ナイキ訴訟において，札幌地方裁判所は，自衛隊は憲法に違反する

と判断した。

エ．百里基地訴訟において，最高裁判所は，自衛隊の合憲性に関する判断を

行わなかった。

（問3） 下線部ｂの国際連合に関する次のア～エの記述のうち，誤っているものを

1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．総会は，全ての加盟国の代表によって構成される。

イ．安全保障理事会は，常任理事国5カ国（アメリカ，中国，フランス，ロ

シア，イタリア）と，総会で選出される任期2年の非常任理事国10カ国に

よって構成される。

ウ．事務総長は，安全保障理事会の勧告に基づき総会が任命する。

エ．国際司法裁判所は，総会と安全保障理事会の投票により選出する15名

の裁判官によって構成される。

（問4） 下線部ｃに関連して，集団的自衛権の内容について，簡潔に説明しなさ

い。

（問5） 下線部ｄの閣議決定に関する次のア～エの記述のうち，誤っているものを

1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．内閣の職務は，閣議に基づき行われる。

イ．閣議主宰者は，内閣官房長官である。

ウ．閣議決定は，全会一致で行われる。

エ．閣議は，非公開で行われる。

Ａ4 政治・経済
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